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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発電所で発電される電力の需給に基づく情報であって、前記発電所で発電される電力が
供給される複数の需要家での電力制御に使用するための制御情報を生成する生成装置と、
　前記複数の需要家の一部である需要家群に電力を供給可能な分散電源又は蓄電池の少な
くとも一方を考慮して、前記生成装置によって生成された前記制御情報を補正する補正装
置と、
　前記需要家群を構成する需要家にそれぞれ設けられ、前記補正装置によって補正された
前記制御情報を受信するとともに当該受信した制御情報を使用して需要家内での電力制御
を行う制御装置と
を備える制御システム。
【請求項２】
　複数の前記需要家群に対し、個々に前記補正装置を備え、前記個々の補正装置が前記生
成装置に接続されることを特徴とする請求項１に記載の制御システム。
【請求項３】
　前記補正装置は、前記分散電源又は前記蓄電池の少なくとも一方が供給可能な電力量に
応じて、前記生成装置によって生成された前記制御情報を補正する請求項１に記載の制御
システム。
【請求項４】
　前記分散電源又は前記蓄電池の少なくとも一方が前記需要家群を構成する需要家のいず
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れかに設けられ、
　前記制御装置は、当該制御装置が設けられる需要家の有する分散電源又は蓄電池に関す
る情報を前記補正装置に通知する
　ことを特徴とする請求項１に記載の制御システム。
【請求項５】
　前記需要家群は、同一の地域に属する需要家、同一の蓄電池を共有する需要家、又は同
一の送電線に接続される需要家からなる請求項１に記載の制御システム。
【請求項６】
　前記制御情報は、前記発電所で発電される電力の電力料金を示す情報、前記発電所で発
電される電力の供給可能量を示す情報、又は前記発電所で発電される電力を需要家が使用
可能な量を示す情報である請求項１に記載の制御システム。
【請求項７】
　発電所で発電される電力の需給に基づく情報であって、前記発電所で発電される電力が
供給される複数の需要家での電力制御に使用するための制御情報を生成装置から受信する
受信部と、
　前記複数の需要家の一部である需要家群に電力を供給可能な分散電源又は蓄電池の少な
くとも一方を考慮して、前記受信部が受信した前記制御情報を補正する補正部と、
　前記需要家群を構成する需要家にそれぞれ設けられて需要家内での電力制御を行う制御
装置に対して、前記補正部によって補正された前記制御情報を送信する送信部と
を備える補正装置。
【請求項８】
　発電所で発電される電力の需給に基づく情報であって、前記発電所で発電される電力が
供給される複数の需要家での電力制御に使用するための制御情報を生成装置が生成するス
テップと、
　前記複数の需要家の一部である需要家群に電力を供給可能な分散電源又は蓄電池の少な
くとも一方を考慮して、前記生成するステップで生成された前記制御情報を補正装置が補
正するステップと、
　前記補正するステップで補正された前記制御情報を受信して、当該受信した制御情報を
使用して、前記需要家群を構成する需要家内での電力制御を制御装置が行うステップと
を備える電力制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、需要家での電力制御を行うための制御システム、補正装置、及び電力制御方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　情報通信技術を使用して、電力の需要家（以下、単に需要家という）を取り込んで効率
的に電力を制御する「スマートグリッド技術」が注目されている。
【０００３】
　スマートグリッド技術の適用例として、需要家での電力制御を遠隔から指示する方法が
ある。例えば、電力需要のピーク時において、需要家での電力消費を制限するための制御
情報を電力会社から需要家へ通知する方法が提案されている（特許文献１参照）。このよ
うな方法によれば、発電所の発電コストを低減できるとともに、発電所を安定稼働するこ
とができるとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－３１３４４１号公報
【発明の概要】



(3) JP 5529887 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

【０００５】
　近年では、地球環境への意識の高まりから、分散電源や蓄電池の導入が進められている
。分散電源や蓄電池を利用可能な需要家は、発電所（すなわち電力会社）からの電力の供
給を受けると同時に、分散電源や蓄電池からの電力の供給も受けることができる。
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の方法では、分散電源や蓄電池を考慮せずに電力会社
から需要家へ制御情報が通知されるため、必ずしも電力制御を適切に行うことができない
という問題がある。
【０００７】
　そこで、本発明は、分散電源や蓄電池を利用可能な需要家についても適切な電力制御を
実現できる制御システム、補正装置、及び電力制御方法を提供することを目的とする。
【０００８】
　上述した課題を解決するために、本発明は以下のような特徴を有している。まず、本発
明の第１の特徴は、発電所（発電所２１０）で発電される電力の需給に基づく情報であっ
て、前記発電所で発電される電力が供給される複数の需要家（需要家３０１）での電力制
御に使用するための制御情報を生成する生成装置（生成装置２２０）と、前記複数の需要
家の一部である需要家群（例えば需要家群３００ａ）に電力を供給可能な分散電源又は蓄
電池の少なくとも一方を考慮して、前記生成装置によって生成された前記制御情報を補正
する補正装置（例えば補正装置１００ａ）と、前記需要家群を構成する需要家にそれぞれ
設けられ、前記補正装置によって補正された前記制御情報を受信するとともに当該受信し
た制御情報を使用して需要家内での電力制御を行う制御装置（制御装置３２０）とを備え
る制御システム（制御システム１０）であることを要旨とする。
【０００９】
　このような特徴によれば、補正装置が、発電所で発電される電力が供給される複数の需
要家の一部である需要家群に電力を供給可能な分散電源又は蓄電池の少なくとも一方を考
慮して制御情報を補正することで、制御装置が、分散電源や蓄電池を利用可能な需要家に
ついても適切な電力制御を実現できる。
【００１０】
　本発明の第２の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、複数の前記需要家群に対し、個々
に前記補正装置を備え、前記個々の補正装置が前記生成装置に接続されることを要旨とす
る。
【００１１】
　本発明の第３の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記補正装置は、前記分散電源又
は前記蓄電池の少なくとも一方が供給可能な電力量に応じて、前記生成装置によって生成
された前記制御情報を補正することを要旨とする。
【００１２】
　本発明の第４の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記分散電源又は前記蓄電池の少
なくとも一方が前記需要家群を構成する需要家のいずれかに設けられ、前記制御装置は、
当該制御装置が設けられる需要家の有する分散電源又は蓄電池に関する情報を前記補正装
置に通知することを要旨とする。
【００１３】
　本発明の第５の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記需要家群は、同一の地域に属
する需要家、同一の蓄電池を共有する需要家、又は同一の送電線に接続される需要家から
なることを要旨とする。
【００１４】
　本発明の第６の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記制御情報は、前記発電所で発
電される電力の電力料金を示す情報、前記発電所で発電される電力の供給可能量を示す情
報、又は前記発電所で発電される電力を需要家が使用可能な量を示す情報であることを要
旨とする。
【００１５】
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　本発明の第７の特徴は、発電所で発電される電力の需給に基づく情報であって、前記発
電所で発電される電力が供給される複数の需要家での電力制御に使用するための制御情報
を生成装置から受信する受信部（受信部１１１）と、前記複数の需要家の一部である需要
家群に電力を供給可能な分散電源又は蓄電池の少なくとも一方を考慮して、前記受信部が
受信した前記制御情報を補正する補正部（補正部１２１）と、前記需要家群を構成する需
要家にそれぞれ設けられて需要家内での電力制御を行う制御装置に対して、前記補正部に
よって補正された前記制御情報を送信する送信部（送信部１１２）とを備える補正装置で
あることを要旨とする。
【００１６】
　本発明の第８の特徴は、発電所で発電される電力の需給に基づく情報であって、前記発
電所で発電される電力が供給される複数の需要家での電力制御に使用するための制御情報
を生成装置が生成するステップと、前記複数の需要家の一部である需要家群に電力を供給
可能な分散電源又は蓄電池の少なくとも一方を考慮して、前記生成するステップで生成さ
れた前記制御情報を補正装置が補正するステップと、前記補正するステップで補正された
前記制御情報を受信して、当該受信した制御情報を使用して、前記需要家群を構成する需
要家内での電力制御を制御装置が行うステップとを備える電力制御方法であることを要旨
とする。
【００１７】
　本発明によれば、分散電源や蓄電池を利用可能な需要家についても適切な電力制御を実
現できる制御システム、補正装置、及び電力制御方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本発明の実施形態に係る制御システムの概略構成図である。
【図２】図２は、本発明の実施形態に係る需要家の構成例を示すブロック図である。
【図３】図３は、本発明の実施形態に係る補正装置の構成例を示すブロック図である。
【図４】図４は、本発明の実施形態に係る制御システムの動作を示すシーケンス図である
。
【図５】図５は、本発明の実施形態の第１変更例に係る需要家の構成例を示すブロック図
である。
【図６】図６は、本発明の実施形態の第１変更例に係る制御システムの概略構成図である
。
【図７】図７は、本発明の実施形態の第２変更例を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　次に、図面を参照して、本発明に係る制御システムの実施形態を説明する。具体的には
、（１）制御システムの概略構成、（２）需要家の構成、（３）補正装置の構成、（４）
制御システムの動作、（５）その他の実施形態について説明する。以下の実施形態におけ
る図面の記載において、同一又は類似の部分には同一又は類似の符号を付している。
【００２０】
　（１）制御システムの概略構成
　図１は、本実施形態に係る制御システム１０の概略構成図である。
【００２１】
　図１に示すように、制御システム１０は、電力会社２０、複数の補正装置１００ａ，１
００ｂ、及び複数の需要家３０１を有する。発電所２１０は、火力発電、水力発電、原子
力発電、風力発電、又は太陽光発電により発電を行う大規模な施設である。発電所２１０
は、例えば地方単位（例えば関東地方又は東北地方等）といった広い範囲に電力を供給す
る。図１の例では、各需要家３０１は、発電所２１０で発電される電力の供給を受ける。
【００２２】
　各需要家３０１は、電力制御を行うことができる。本実施形態においては、各需要家３
０１は、需要家内の負荷の消費電力制御を行う。また、各需要家３０１には、分散電源と
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しての太陽電池３１１（図２参照）が設置されているものとする。
【００２３】
　ただし、各需要家３０１には、分散電源だけでなく、蓄電池が設置されていてもよい。
この場合、各需要家３０１は、電力制御として、蓄電池の充放電制御を行うことができる
。
【００２４】
　電力会社２０の生成装置２２０は、通信網３０（例えばインターネット）に接続されて
いる。生成装置２２０は、発電所２１０で発電される電力の需給に基づく情報であって、
発電所２１０で発電される電力が供給される各需要家３０１での電力制御に使用するため
の制御情報を生成する。
【００２５】
　制御情報とは、発電所２１０で発電される電力の電力料金を示す情報（以下、料金情報
）、発電所２１０で発電される電力の供給可能量を示す情報（以下、供給可能量情報）、
又は発電所２１０で発電される電力を需要家が使用可能な量を示す情報（以下、使用可能
量情報）である。なお、制御情報の生成方法については、既存の手法を利用可能である。
【００２６】
　制御情報は、通信網３０を介して補正装置１００ａ，１００ｂに伝達される。補正装置
１００ａは、需要家群３００ａに対応して設けられており、補正装置１００ｂは、需要家
群３００ｂに対応して設けられている。補正装置１００ａは、需要家群３００ａに電力を
供給可能な分散電源及び蓄電池を考慮して制御情報を補正する。補正装置１００ｂは、需
要家群３００ｂに電力を供給可能な分散電源及び蓄電池を考慮して制御情報を補正する。
【００２７】
　本実施形態において、需要家群３００ａは、ある地域（市町村等）に属する需要家３０
１からなるグループである。需要家群３００ｂは、他の地域（市町村等）に属する需要家
３０１からなるグループである。
【００２８】
　このように需要家３０１をグループ分けしているのは、主に次の理由による。具体的に
は、分散電源としての太陽電池は、天候（日照時間）に応じて発電量が変動するため、各
地域の天候に適応させて、地域別での電力制御を行うことが好ましいからである。また、
分散電源として風力発電又は水力発電を使用する場合にも、太陽電池と同様の理由により
、地域別での電力制御を行うことが好ましい。
【００２９】
　補正装置１００ａによって補正された制御情報は、通信網３０を介して、需要家群３０
０ａを構成する各需要家３０１に伝達される。補正装置１００ｂによって補正された制御
情報は、通信網３０を介して、需要家群３００ｂを構成する各需要家３０１に伝達される
。
【００３０】
　需要家群３００ａを構成する各需要家３０１は、補正装置１００ａによって補正された
制御情報を使用して電力制御を行う。需要家群３００ｂを構成する各需要家３０１は、補
正装置１００ｂによって補正された制御情報を使用して電力制御を行う。
【００３１】
　（２）需要家の構成
　図２は、需要家３０１の構成例を示すブロック図である。図２では、需要家群３００ａ
を構成する各需要家３０１を例示している。
【００３２】
　図２に示すように、需要家３０１には、発電所２１０を含む電力系統２１０ａから交流
の電力が供給される。需要家３０１は、太陽電池３１１、系統連系装置３１２、分電盤３
１３、負荷３０５ａ，３０５ｂ…、計測装置３１４、及び制御装置３２０を有する。なお
、需要家３０１は、太陽電池３１１が発電した電力及び電力系統２１０ａから供給される
電力を蓄積する蓄電池３１０を有していてもよい。
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【００３３】
　太陽電池３１１は、太陽光を受光し、受光した太陽光に応じて直流の電力を発生させる
。系統連系装置３１２は、交流と直流との変換を行う。具体的には、系統連系装置３１２
は、太陽電池３１１からの直流の電力を交流に変換して電力系統２１０ａへ連系する。分
電盤３１３は、系統連系装置３１２及び電力系統２１０ａからの交流の電力を負荷３０５
ａ，３０５ｂ…に分配する。負荷３０５ａ，３０５ｂ…は、電力を消費する機器、例えば
家電機器である。計測装置３１４は、負荷３０５ａ，３０５ｂ…の消費電力量を計測する
。
【００３４】
　制御装置３２０は、需要家３０１内での電力制御を行う。制御装置３２０は、負荷３０
５ａ，３０５ｂ…、系統連系装置３１２、及び計測装置３１４との通信を行う。当該通信
は、無線通信であってもよく、有線通信であってもよい。無線通信の場合には、例えば、
家電向けの短距離無線通信規格の１つであるＺｉｇｂｅｅ（登録商標）を使用できる。有
線通信の場合には、例えば、電力線を通信回線として利用する技術であるＰＬＣ（Power 
Line Communications）を使用できる。
【００３５】
　制御装置３２０は、通信網３０を介して補正装置１００ａとの通信を行うことができる
。制御装置３２０は、太陽電池３１１の発電量の情報（以下、発電量情報）、及び蓄電池
３１０の蓄電残量の情報（以下、蓄電残量情報）を補正装置１００ａに通知する。
【００３６】
　制御装置３２０は、補正装置１００ａから受信した補正後の制御情報を使用して電力制
御を行う。電力制御の内容は、制御情報の内容に応じて異なる。以下に、電力制御の方法
の一例について説明するが、他の方法であっても構わない。
【００３７】
　第１に、制御情報が料金情報である場合、制御装置３２０は、例えば、電気料金が所定
額よりも高額であるときに負荷３０５ａ，３０５ｂ…の消費電力量を制限する制御（負荷
３０５ａ，３０５ｂ…の動作モードを省電力モードに設定する等）を行う。需要家３０１
に蓄電池３１０が設置されている場合には、電気料金が所定額よりも低額であるときに電
力系統２１０ａから蓄電池３１０への充電を積極的に行うように制御してもよく、電気料
金が所定額よりも高額であるときに蓄電池３１０から電力系統２１０ａへの逆潮流を積極
的に行うように、蓄電池３１０の放電を制御してもよい。
【００３８】
　第２に、制御情報が供給可能量情報である場合、制御装置３２０は、例えば、供給可能
量が所定量よりも少ないときに負荷３０５ａ，３０５ｂ…の消費電力量を制限する制御（
負荷３０５ａ，３０５ｂ…の動作モードを省電力モードに設定する等）を行う。需要家３
０１に蓄電池３１０が設置されている場合には、供給可能量が所定量よりも多いときに電
力系統２１０ａから蓄電池３１０への充電を積極的に行うように制御してもよく、供給可
能量が所定量よりも少ないときに蓄電池３１０から電力系統２１０ａへの逆潮流を積極的
に行うように、蓄電池３１０の放電を制御してもよい。
【００３９】
　第３に、制御情報が使用可能量情報である場合、制御装置３２０は、例えば、使用可能
量を超えないように負荷３０５ａ，３０５ｂ…の消費電力量を制限する制御（負荷３０５
ａ，３０５ｂ…の動作モードを省電力モードに設定する等）を行う。需要家３０１に蓄電
池３１０が設置されている場合には、使用可能量が所定量よりも多いときに電力系統２１
０ａから蓄電池３１０への充電を積極的に行うように制御してもよく、使用可能量が所定
量よりも少ないときに蓄電池３１０から電力系統２１０ａへの逆潮流を積極的に行うよう
に、蓄電池３１０の放電を制御してもよい。
【００４０】
　（３）補正装置の構成
　図３は、補正装置１００ａの構成例を示すブロック図である。補正装置１００ｂは補正
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装置１００ａと同様に構成されているため、補正装置１００ｂの構成については説明を省
略する。
【００４１】
　図３に示すように、補正装置１００ａは、通信部１１０、処理部１２０、及び記憶部１
３０を有する。通信部１１０は、通信網３０を介して、需要家群３００ａを構成する各需
要家３０１との通信を行う。処理部１２０は、記憶部１３０に記憶されているプログラム
に従った処理を行う。記憶部１３０は、処理部１２０が実行するプログラムを記憶すると
共に、処理部１２０でのプログラム実行中にワークエリアとして使用される。
【００４２】
　通信部１１０は、受信部１１１及び送信部１１２を有する。処理部１２０は、補正部１
２１を有する。
【００４３】
　受信部１１１は、生成装置２２０から通信網３０を介して制御情報を受信する。受信部
１１１は、各需要家３０１の制御装置３２０から通信網３０を介して発電量情報及び蓄電
残量情報を受信する。
【００４４】
　補正部１２１は、受信部１１１が受信した発電量情報（の合計値又は平均値）、及び蓄
電残量情報（の合計値又は平均値）に基づいて、受信部１１１が受信した制御情報を補正
する。補正の内容は、制御情報の内容に応じて異なる。以下に、補正の方法の一例につい
て説明するが、他の方法であっても構わない。
【００４５】
　第１に、制御情報が料金情報である場合、制御装置３２０は、例えば、発電量又は蓄電
残量の少なくとも一方が所定量よりも多いときに料金情報を低下させる補正を行う。この
ように補正することで、例えば、制御装置３２０において、負荷３０５ａ，３０５ｂ…の
消費電力量を制限する制御（負荷３０５ａ，３０５ｂ…の動作モードを省電力モードに設
定する等）を抑制できる。
【００４６】
　第２に、制御情報が供給可能量情報である場合、制御装置３２０は、例えば、発電量又
は蓄電残量の少なくとも一方が所定量よりも多いときには、供給可能量情報を増加させる
補正を行う。このように補正することで、例えば、制御装置３２０において、負荷３０５
ａ，３０５ｂ…の消費電力量を制限する制御（負荷３０５ａ，３０５ｂ…の動作モードを
省電力モードに設定する等）を抑制できる。
【００４７】
　第３に、制御情報が使用可能量情報である場合、制御装置３２０は、例えば、発電量又
は蓄電残量の少なくとも一方が所定量よりも多いときには、使用可能量情報を増加させる
補正を行う。このように補正することで、例えば、制御装置３２０において、発電された
電力又は蓄電された電力を優先して使用するよう促すことができる。
【００４８】
　送信部１１２は、補正部１２１によって補正された制御情報を制御装置３２０に送信す
る。
【００４９】
　（４）制御システムの動作
　図４は、制御システム１０の動作を示すシーケンス図である。補正装置１００ｂは補正
装置１００ａと同様に動作するため、補正装置１００ｂの動作については説明を省略する
。
【００５０】
　ステップＳ１０１において、生成装置２２０は、制御情報を生成する。例えば、制御情
報は、次のような計算式で算出できる。
【００５１】
　制御情報＝電力供給能力×電力需要量×α
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　ここで、αは、任意の係数である。
【００５２】
　ステップＳ１０２において、生成装置２２０は、制御情報を補正装置１００ａに送信す
る。補正装置１００ａの受信部１１１は、制御情報を受信する。
【００５３】
　制御情報の生成及び送信は、周期的に実行されてもよく、電力制御を行う必要がある時
に限り実行されてもよい。
【００５４】
　ステップＳ１０３において、制御装置３２０は、発電量情報及び蓄電残量情報を補正装
置１００ａに送信する。補正装置１００ａの受信部１１１は、制御情報を受信する。
【００５５】
　発電量情報及び蓄電残量情報の送信は、周期的に実行されてもよく、補正装置１００ａ
からの要求に応じて実行されてもよい。
【００５６】
　ステップＳ１０４において、補正装置１００ａの補正部１２１は、制御情報を補正する
。例えば、補正制御情報は、次のような計算式で算出できる。
【００５７】
　補正制御情報＝制御情報×（需要家群の発電量＋需要家群の蓄電残量）×β
　ここで、βは、任意の係数である。
【００５８】
　ステップＳ１０５において、補正装置１００ａの送信部１１２は、補正制御情報を制御
装置３２０に送信する。
【００５９】
　ステップＳ１０６において、制御装置３２０は、補正装置１００ａから受信した補正制
御情報を使用して電力制御を行う。
【００６０】
　なお、本実施形態では、需要家群が２つである場合を例示したが、３つ以上であっても
よい。需要家群が３つ以上である場合、補正装置を３つ以上設けてもよい。
【００６１】
　（５）その他の実施形態
　上記のように、本発明は実施形態によって記載したが、この開示の一部をなす論述及び
図面はこの発明を限定するものであると理解すべきではない。この開示から当業者には様
々な代替実施形態、実施例及び運用技術が明らかとなる。
【００６２】
　（５．１）第１変更例
　上述した実施形態では、発電所２１０で発電される電力の供給を受ける各需要家３０１
を地域別でグループ化していた。本変更例では、地域別でのグループ化ではなく、同一の
蓄電池を共有する各需要家を１つの需要家群としてグループ化する。
【００６３】
　蓄電池は比較的高価なものであるため、複数の需要家が１つの蓄電池を共有することが
想定される。例えば、図５に示すように、需要家３０１が、遠隔の蓄電池４００ａを利用
可能なケースが想定される。このようなケースでは、同一の蓄電池を共有する各需要家を
１つの需要家群としてグループ化し、需要家群別で電力制御を行うことが効果的である。
【００６４】
　図５は、本変更例に係る制御システム１０の概略構成図である。本変更例において、需
要家群３００ａは、蓄電池４００ａを共有する各需要家３０１からなるグループである。
需要家群３００ｂは、蓄電池４００ｂを共有する各需要家３０１からなるグループである
。補正装置１００ａは、蓄電池４００ａの蓄電残量を考慮して制御情報を補正する。補正
装置１００ｂは、蓄電池４００ｂの蓄電残量を考慮して制御情報を補正する。
【００６５】
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　このように需要家３０１をグループ分けすることで、需要家群３００ａを構成する各需
要家３０１については蓄電池４００ａの蓄電残量を考慮した電力制御を実現でき、需要家
群３００ｂを構成する各需要家３０１については蓄電池４００ｂの蓄電残量を考慮した電
力制御を実現できる。
【００６６】
　（５．２）第２変更例
　上述した実施形態では、発電所２１０で発電される電力の供給を受ける各需要家３０１
を地域別でグループ化していた。本変更例では、地域別でのグループ化ではなく、同一の
送電線に接続される各需要家を１つの需要家群としてグループ化する。なお、送電線に限
らず、同一の配電線に接続される各需要家を１つの需要家群としてグループ化してもよい
。
【００６７】
　図７に示すように、発電所２１０から各需要家３０１への配電を行う配電網は、発電所
２１０から分岐点Ｐ１までの電力線５００と、分岐点Ｐ１から延びる電力線５０１，５０
２，…とを有する。電力線５０１を用いて配電される電力は限られ、電力線５０２を用い
て配電される電力は限られることから、同一の電力線に接続される各需要家を１つの需要
家群としてグループ化し、需要家群別で電力制御を行うことが効果的である。
【００６８】
　図７の例において、需要家群３００ａは、電力線５０１に接続される各需要家３０１か
らなるグループである。需要家群３００ｂは、電力線５０２に接続される各需要家３０１
からなるグループである。
（５．３）第３変更例
　上述した実施形態では、補正装置１００ａ乃至１００ｂのそれぞれ制御情報を補正して
いた。本変更例では、需要家群３００ａ乃至３００ｂごとに設けられた補正装置１００ａ
乃至１００ｂは、通信網３０を介して、補正装置１００ａ乃至１００ｂ間で情報の交換し
て制御情報を補正することができる。
【００６９】
　具体的に、各制御装置３２０は、太陽電池３１１の発電量情報、蓄電池３１０の蓄電残
量情報、及び宅内での消費されている電力量を各補正装置１００ａ乃至１００ｂに通知す
る。このとき、需要家群３００ａを構成する制御装置３２０は、補正装置１００ａに通知
し、需要家群３００ｂを構成する制御装置３２０は、補正装置１００ｂに通知する。
【００７０】
　また、各補正装置１００ａ乃至１００ｂは、受信した情報に基づいて、自らが供給する
電力にどれだけ余力があるか（どれだけ他に電力を供給可能であるか）を示す余力情報を
生成する。各補正装置１００ａ乃至１００ｂは、当該余力情報を交換する。
【００７１】
　各補正装置１００ａ乃至１００ｂでは、補正部１２１が共通の補正平準化機能を有する
。具体的に、補正部１２１は、自補正装置と他の補正装置とから受信した余力情報に基づ
いて、電力系統２１０ａから供給される電力を平準化するための補正制御情報を生成し、
制御装置３２０に通知する。このとき、補正装置１００ａは、需要家群３００ａを構成す
る制御装置３２０に通知し、補正装置１００ｂは、需要家群３００ｂを構成する制御装置
３２０に通知する。各制御装置１００ａ乃至１００ｂは、平準化された補正制御情報を使
用して電力制御を行う。
【００７２】
　以下に、補正の方法の一例について説明するが、他の方法であっても構わない。
【００７３】
　制御情報が料金情報である場合、各補正装置１００ａ乃至１００ｂは、例えば、電気料
金が所定金額より高い場合、発電量情報及び蓄電残量情報を比較し、電力が余剰か不足か
を判断する。また、各補正装置１００ａ乃至１００ｂは、判断結果に基づいて、余力情報
を生成する。各補正装置１００ａ乃至１００ｂが、同様の判断を行い、その情報を交換す
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づいて、電力系統２１０ａから供給される電力を平準化した補正制御情報を生成する。ま
た、各補正装置１００ａ乃至１００ｂは、補正制御情報を、需要家群３００ａ乃至３００
ｂを構成する需要家の制御装置１００ａ乃至１００ｂに送信する。
【００７４】
　このように、上述した制御システムによれば、電力が余剰の需要家群（例えば、需要家
群３００ａ）から電力が不足の需要家群（例えば、需要家群３００ｂ）へ電力を供給する
ことが可能となり、電力系統２１０ａの負荷軽減、及び電力供給の平準化を行うことがで
きる。また、電気料金が所定金額より低い場合は、電力系統２１０ａの電力が余剰な状況
であるため、蓄電池３１０の空き容量が大きい需要家群に対して、充電指示を行い、電力
系統２１０ａの電力供給の平準化を行うことができる。
なお、蓄電池３１０が需要家３０１に設けられていない需要家群（例えば、需要家群３０
０ｂ）が存在する場合、太陽電池３１１の発電が行われない天候時又は時間帯において、
各補正装置１００ａ乃至１００ｂは、蓄電池３１０が需要家３０１に設けられている需要
家群（例えば、需要家群３００ａ）から電力の供給を受けるように、補正制御情報を制御
装置１００ａ乃至１００ｂに通知すれば、需要家群の間で電力を共有することが可能にな
る。
なお、上述の例では、各補正装置１００ａ乃至１００ｂが制御情報を補正する場合を例に
挙げたが、需要家群毎の発電量情報及び蓄電残量情報などをサーバ（図示せず）に送信し
、当該サーバが、補正制御情報を生成して、各補正装置へ通知するようにしてもよい。
【００７５】
　また、上述の例では、補正装置１００ａ乃至１００ｂの二つが設けられている場合を例
に挙げて説明したが、三つ以上設けられていてもよいことは無論である。
【００７６】
　また、上述した実施形態に係る補正装置の機能は、ＨＥＭＳ（Ｈｏｍｅ　Ｅｎｅｒｇｙ
　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）やＢＥＭＳ（Ｂｕｉｌｄｉｎｇ　ａｎｄ　Ｅｎ
ｅｒｇｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）等、スマートグリッド技術における様
々なシステムにおいて適用可能である。
【００７７】
　このように本発明は、ここでは記載していない様々な実施形態等を包含するということ
を理解すべきである。したがって、本発明はこの開示から妥当な特許請求の範囲の発明特
定事項によってのみ限定されるものである。
【００７８】
　なお、日本国特許出願第２００９－２７２９８８号（２００９年１１月３０日出願）の
全内容が、参照により、本願明細書に組み込まれている。
【産業上の利用可能性】
【００７９】
　以上のように、本発明に係る制御システム、補正装置、及び電力制御方法によれば、分
散電源や蓄電池を利用可能な需要家についても適切な電力制御を実現できるため、有用で
ある。
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